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１ 令和４年度普通交付税の概要 
 

（１） 全国の令和４年度の普通交付税の総額は、当初予算では地方財政計画における交付税総額 18 兆
538 億円の 94％にあたる 16 兆 9,705 億円（対前年度（当初算定）比 5,784 億円、3.5％の増）となっ
た。その後補正予算（第２号）による増額により、普通交付税の総額は 17 兆 4,376 億円（対前年度
（再算定）比 8,963 億円、4.9％の減）となった。 
基準財政需要額について、その増要因としては、道府県分、市町村分ともに介護給付費負担金や障

害者自立支援給付費等の増加が挙げられる。一方、減要因としては、令和３年度の期末手当の引き下
げ相当額の令和４年度における調整を含む給与費の減少や既発債に係る元利償還費の減少が挙げら
れる。この結果、当初算定においては、財源不足団体ベースの臨時財政対策債振替前の基準財政需要
額は、道府県分が 1.4％の減、市町村分が 1.0％の減となっている。 
また、臨時財源対策債振替相当額は、本年度においては、道府県分は 70.6％の減、市町村分は 62.9％

の減となっている。この結果、財源不足団体ベースにおける臨時財源対策債振替後の基準財政需要額
は、道府県分が 10.2％の増、市町村分が 5.1％の増となっている。 
基準財政収入額については、対前年度比で、道府県分では、主に、道府県民税所得割、道府県民税法

人税割、法人事業税、地方消費税、特別法人事業譲与税が、市町村分では、主に、市町村民税所得割、
市町村民税法人税割、固定資産税、法人事業税交付金、地方消費税交付金が、それぞれ増加した。これ
により、令和４年度財源不足団体ベースの基準財政収入額は、対前年度比で、道府県分においては
17.4％の増、市町村分においては 5.0％の増となった。 
また、「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」に基づく補正予算による同年度分の地方

交付税の増額に伴い、「臨時経済対策費」の創設等による普通交付税の再算定が令和３年度に続いて行
われた。 
以上の結果、当初算定における交付基準額の対前年度比は、道府県分が 2.0％の増、市町村分が 5.4％

の増、調整額を減じた普通交付税額の対前年度比は、道府県分が 2.0％の増、市町村分が 5.4％の増と
なったが、再算定後における交付基準額及び普通交付税額の対前年度比は、道府県分が 7.0％の減、市
町村分が 2.4％の減となっている（再算定において調整額が復活（370 億円）したため、再算定後の交
付基準額は、普通交付税額と同額となる）。 

 
（２） 普通交付税の決定額は、第１表のとおりである。  

道府県分は９兆 3,368 億円（対前年度比 6,980 億円、7.0％の減）、市町村分は８兆 1,008 億円（対
前年度費 1,983 億円、2.4％の減）である。 
道府県分と市町村分の割合は 53.5：46.5 で、前年度比（54.7：45.3）と比較すると 1.2 ポイント市

町村分にシフトしている。 
 

 第１表 令和４年度普通交付税決定額                  （単位：億円，％） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）  １ 市町村分については、一般算定分（合併算定替非適用団体）と合併算定替分を合算したものである。 

    ２ 表側の区分は、R４年度の区分による。 

３ 表示単位未満を四捨五入しているため、表内数値が一致しない場合がある。 

財源不足
団　　体

財源超過
団　　体

計
財源不足
団　　体

財源超過
団　　体

計

R４年度 211,405 20,732 232,137 120,188 24,134 144,322 3,402 91,217 91,042 53.6 93,368 53.5

R３年度 191,761 21,033 212,793 102,352 19,488 121,841 ▲ 1,544 89,408 89,276 54.5 100,348 54.7

伸  率 10.2 ▲ 1.4 9.1 17.4 23.8 18.5 ▲ 320.3 2.0 2.0 ▲ 7.0

R４年度 56,956 19,345 76,301 48,748 29,983 78,731 10,637 8,207 8,160 4.8

R３年度 53,453 19,638 73,091 46,190 26,777 72,968 7,147 7,270 7,231 4.4

伸  率 6.6 ▲ 1.5 4.4 5.5 12.0 7.9 48.8 12.9 12.8

R４年度 145,012 10,903 155,915 94,816 12,469 107,285 1,566 50,196 50,076 29.5

R３年度 138,109 10,958 149,065 90,683 12,016 102,700 1,079 47,474 47,377 28.9  

伸  率 5.0 ▲ 0.5 4.6 4.6 3.8 4.5 45.1 5.7 5.7

R４年度 33,498 1,155 34,653 13,043 1,426 14,470 271 20,454 20,427 12.0

R３年度 32,573 1,164 33,738 12,518 1,333 13,852 173 20,059 20,037 12.2

伸  率 2.8 ▲ 0.8 2.7 4.2 7.0 4.5 56.7 2.0 1.9

R４年度 235,465 31,403 266,869 156,608 43,878 200,486 12,475 78,857 78,662 46.4 81,008 46.5

R３年度 224,135 31,758 255,893 149,392 40,127 189,519 8,400 74,804 74,645 45.5 82,991 45.3

伸  率 5.1 ▲ 1.1 4.3 4.8 9.3 5.8 48.5 5.4 5.4 ▲ 2.4

R４年度 446,871 52,135 499,006 276,796 68,012 344,808 15,876 170,074 169,705 100.0 174,376

R３年度 415,896 52,791 468,687 251,744 59,615 311,360 6,856 164,212 163,921 100.0 183,339

伸  率 7.4 ▲ 1.2 6.5 10.0 14.1 10.7 131.6 3.6 ▲ 4.9

合計

都
市

町
村

大
都
市

道府県

普通交付
税の全体
に占める
割　　合

普　　通
交付税額
（当初）

普　　通
交付税額
（再算定）

財　　源
不 足 額

財　　源
超 過 額

再算定

普通交付
税の全体
に占める
割　　合

区　　分

市
町
村

計

当初算定

基準財政需要額 基準財政収入額
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 第２表 調整率の推移 

 

第３表 普通交付税の伸び率の推移(再算定後)                         （単位：％） 

 

 
 
 
 
 
第４表 令和４年度地方交付税算定基礎                （単位：億円，％） 

 
（注）１ 本表において、震災復興特別交付税は除いている。 

   ２ 各欄において表示単位未満を四捨五入しており、表内において一致しない箇所がある。 

    

Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度

0.000899302 調整復活
２次補正により

調整なし
調整復活 調整復活 調整復活 調整復活

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度

0.000822655 0.000788884 調整復活 0.000880708 0.000510886 調整復活 調整復活

増減額 増減率

当初予算額
A

補 正 額
B

補 正 後
A＋B　C

 当初予算額
D

 補 正 額
E

 補 正 後
D＋E　F

C－F
G

G／F
(％)

 203,820  16,370  220,190  186,670  13,600  200,270  19,920  9.9

 133,360  4,510  137,870  89,970  38,900  128,870  9,000  7.0

 11,280 -  11,280  11,760 -  11,760 ▲ 480 ▲ 4.1

 215,730  5,880  221,610  202,840  8,240  211,080  10,530  5.0

 67,464  5,418  72,883  61,788  4,502  66,290  6,593  9.9

 44,142  1,493  45,635  29,780  12,876  42,656  2,979  7.0

 5,640 -  5,640  5,880 -  5,880 ▲ 240 ▲ 4.1

 42,067  1,147  43,214  39,554  1,607  41,161  2,053  5.0

 159,314  8,058  167,372  137,002  18,986  155,987  11,385  7.3

前々年度国税４税決算精算分 - - - - - - - -

平成28年度国税4税決算精算分 ▲ 449 - ▲ 449 - - - ▲ 449 -

過年度補正予算精算分 ▲ 2,461  8,290  5,829 ▲ 3,004  16,132  13,128 0 0.0

 156,404  16,348  172,753  133,997  35,117  169,114  11,385  6.7

 154 -  154  4,746 -  4,746 ▲ 4,592 ▲ 96.8

 臨時財政対策特例加算額 - - -  17,169 -  17,169 ▲ 17,169 ▲ 100.0

 156,558  16,348  172,907  155,912  35,117  191,029 ▲ 10,376 ▲ 5.4

 17,127  1,086  18,213  13,232  3,805  17,037  1,176  6.9

前々年度決算精算分 -  1,777  1,777 -  3,840  3,840 ▲ 2,063 ▲ 53.7

返還金  1 -  1  1 -  1 - -

 特別会計借入金償還額 ▲ 5,000 - ▲ 5,000 - ▲ 8,500 ▲ 8,500  3,500 ▲ 41.2

特別会計借入金利子充当分 ▲ 709 - ▲ 709 ▲ 760 - ▲ 760  51 ▲ 6.7

 特別会計剰余金の活用 - - -  1,500 -  1,500 ▲ 1,500 ▲ 100.0

 地方公共団体金融機構の
公庫債権金利変動準備金の活用

- - -  2,000 ▲ 2,000 - - -

 前年度からの繰越金  12,561 -  12,561  2,500 -  2,500  10,061  402.4

翌年度への繰越金 - ▲ 14,242 ▲ 14,242 - ▲ 12,561 ▲ 12,561 ▲ 1,681 0.0

 180,538  4,970  185,508  174,385  19,700  194,085 ▲ 832 ▲ 0.4

区分
令和４年度 令和３年度

 
国
税

所　得　税　　　（ア）

法　人　税　　　（イ）

酒　　　税　　　（ウ）

消　費　税　　　（エ）

　　（ア）　×　33.1％

 　　（イ）　×　33.1％

　　（ウ）　×　50％ 

　　（エ）　×　19.5％ 

小　　　　　　　　計

小      　計（法定率分等）

 　　既往法定加算等

     地方法人税法定率分

 
一
般
会
計

 
特
別
会
計

 計

（一般会計繰入れ）

 計

年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R２ R３ R４

普通交付税

総　　　額

うち

市町村分
▲ 0.6

0.8 2.5 17.6 ▲ 4.9

▲ 2.41.5 0.9 17.0

2.7 8.7 1.6

▲ 2.4

▲ 2.2 ▲ 1.7

▲ 1.6 ▲ 2.5 ▲ 0.4

0.4 ▲ 2.5 ▲ 1.0 ▲ 0.7 ▲ 0.6

5.1 10.7 2.0 0.8 ▲ 3.6
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２ 本県市町村の令和４年度普通交付税の概要 

 

（１） 本県市町村の普通交付税決定額は、第５表のとおりである。 

普通交付税は、苅田町（昭和 50 年度以来、財源超過団体）を除く 59団体に 3,527 億円が交付さ

れ、本県市町村の普通交付税額の令和３年度に対する伸び率は 3.8％の減で、全国市町村分（再算

定ベース）の 2.4％の減を 1.4 ポイント下回っている。 

 

第５表－１ 本県市町村の普通交付税決定額（当初算定）            （単位：百万円，％） 

 

（注）１ 表側の区分は、R４年度の区分による。 

   ２ 各欄において表示単位未満を四捨五入しており、表内において一致しない箇所がある。 

   ３ 伸率については、R３年度当初算定額と R４年度当初算定額の比較による。 

 

第５表－２ 本県市町村の普通交付税決定額(再算定後)         （単位：百万円，％） 

 

（注）１ 表側の区分は、R４年度の区分による。 

   ２ 各欄において表示単位未満を四捨五入しており、表内において一致しない箇所がある。 

３ 「全国市町村の伸び率」については、公表前のため、記載していない。 

４ 伸率については、R３年度再算定額と R４年度再算定額の比較による。 

 

 

 

 

財源不足 財源超過 財源不足 財源超過

団　  体 団　　体 団　　体 団　　体

額 563,717 0 563,717 457,645 0 457,645 0 106,071 105,605

伸　率 6.7 0.0 6.7 6.1 0.0 6.1 0.0 9.1 9.0

額 402,480 0 402,480 231,494 0 231,494 0 170,985 170,652

伸　率 4.8 0.0 4.8 5.0 0.0 5.0 0.0 4.4 4.4

額 130,288 6,227 136,515 63,764 7,996 71,760 1,769 66,524 66,416

伸　率 4.0 ▲ 1.4 3.7 5.0 8.0 5.3 62.7 3.0 3.0

額 1,096,485 6,227 1,102,711 752,904 7,996 760,899 1,769 343,581 342,674

伸　率 5.6 ▲ 1.4 5.6 5.7 8.0 5.7 62.7 5.5 5.5

5.1 ▲ 1.1 4.3 4.8 9.3 5.8 48.5 5.4 5.4

大都市

都　市

町　村

計

全国市町村
伸　  　率

基準財政需要額 基準財政収入額
財　源
超過額

財  源
不足額

普通交付
税    額

区　　分
計 計

財源不足 財源超過 財源不足 財源超過

団　  体 団　　体 団　　体 団　　体

額 566,325 0 566,325 457,645 0 457,645 0 108,680 108,680

伸　率 2.5 0.0 2.5 6.1 0.0 6.1 0.0 ▲ 10.5 ▲ 10.5

額 407,063 0 407,063 231,494 0 231,494 0 175,569 175,569

伸　率 2.6 0.0 2.6 5.0 0.0 5.0 0.0 ▲ 0.4 ▲ 0.4

額 132,261 6,283 138,544 63,764 7,996 71,760 1,713 68,497 68,497

伸　率 2.1 ▲ 1.1 1.9 5.0 8.0 5.3 63.2 ▲ 0.5 ▲ 0.5

額 1,105,649 6,283 1,111,932 752,904 7,996 760,899 1,713 352,746 352,746

伸　率 2.5 ▲ 1.1 2.5 5.7 8.0 5.7 63.2 ▲ 3.8 ▲ 3.8

大都市

都　市

町　村

計

基準財政収入額
財　源
超過額

財  源
不足額

普通交付
税    額

区　　分
計 計

基準財政需要額
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第５表－３ 本県市町村の普通交付税決定額（再算定後） 
団体別普通交付税決定額                         （単位：千円,％） 

 
（注）１ 苅田町は、普通交付税不交付。 

 

 

令和４年度 令和３年度 増 減 率 令和４年度 令和３年度 増 減 率

市町村名 普通交付税 普通交付税 (A-B)/B 市町村名 普通交付税 普通交付税 (A-B)/B

決定額　 A 決定額　 B 決定額　 A 決定額　 B

北九州市 66,489,238 70,755,508 ▲ 6.0 新 宮 町 913,069 929,005 ▲ 1.7

福 岡 市 42,190,285 50,675,906 ▲ 16.7 久 山 町 579,805 630,766 ▲ 8.1

大牟田市 11,435,581 11,884,456 ▲ 3.8 粕 屋 町 1,160,981 1,196,181 ▲ 2.9

久留米市 21,650,125 21,830,195 ▲ 0.8 芦 屋 町 2,532,321 2,556,416 ▲ 0.9

直 方 市 5,251,375 5,206,838 0.9 水 巻 町 2,729,669 2,687,097 1.6

飯 塚 市 15,337,588 14,917,170 2.8 岡 垣 町 2,748,152 2,716,999 1.1

田 川 市 6,775,920 6,705,210 1.1 遠 賀 町 1,815,614 1,791,443 1.3

柳 川 市 8,022,125 8,047,707 ▲ 0.3 小 竹 町 1,812,347 1,813,392 ▲ 0.1

八 女 市 11,315,630 11,436,165 ▲ 1.1 鞍 手 町 2,550,766 2,489,328 2.5

筑 後 市 3,170,435 3,253,966 ▲ 2.6 桂 川 町 1,921,309 1,985,365 ▲ 3.2

大 川 市 3,649,789 3,673,825 ▲ 0.7 筑 前 町 3,680,864 3,729,708 ▲ 1.3

行 橋 市 4,659,612 4,563,257 2.1 東 峰 村 1,389,476 1,358,401 2.3

豊 前 市 2,851,696 3,009,559 ▲ 5.2 大刀洗町 1,995,711 2,015,798 ▲ 1.0

中 間 市 4,730,553 4,820,307 ▲ 1.9 大 木 町 1,626,592 1,589,374 2.3

小 郡 市 3,877,575 3,890,515 ▲ 0.3 広 川 町 1,626,637 1,661,743 ▲ 2.1

筑紫野市 4,204,624 4,083,142 3.0 香 春 町 2,255,995 2,233,718 1.0

春 日 市 4,600,248 4,462,923 3.1 添 田 町 2,684,866 2,764,531 ▲ 2.9

大野城市 3,581,800 3,381,405 5.9 糸 田 町 2,143,092 2,127,127 0.8

宗 像 市 7,495,220 7,591,392 ▲ 1.3 川 崎 町 3,435,231 3,402,102 1.0

太宰府市 4,464,892 4,431,915 0.7 大 任 町 2,455,237 2,081,755 17.9

古 賀 市 3,659,603 3,619,206 1.1 赤    村 1,286,833 1,321,661 ▲ 2.6

福 津 市 5,653,610 5,557,442 1.7 福 智 町 4,899,027 5,006,778 ▲ 2.2

うきは市 5,014,334 5,047,775 ▲ 0.7 苅 田 町 0 0 0.0

宮 若 市 2,658,759 2,919,336 ▲ 8.9 みやこ町 4,103,364 4,113,319 ▲ 0.2

嘉 麻 市 8,428,168 8,574,350 ▲ 1.7 吉 富 町 1,344,714 1,301,566 3.3

朝 倉 市 6,701,690 6,878,462 ▲ 2.6 上 毛 町 2,097,997 2,139,480 ▲ 1.9

みやま市 5,682,751 5,772,275 ▲ 1.6 築 上 町 3,795,313 3,840,423 ▲ 1.2

糸 島 市 7,997,521 8,027,949 ▲ 0.4

那珂川市 2,697,853 2,694,897 0.1 大都市計 108,679,523 121,431,414 ▲ 10.5

宇 美 町 2,748,692 2,735,114 0.5 27市 計 175,569,077 176,281,639 ▲ 0.4

篠 栗 町 2,224,291 2,278,049 ▲ 2.4 31町村計 68,497,063 68,850,806 ▲ 0.5

志 免 町 2,012,998 2,231,483 ▲ 9.8 58市町村計 244,066,140 245,132,445 ▲ 0.4

須 恵 町 1,926,100 2,122,684 ▲ 9.3 60市町村計 352,745,663 366,563,859 ▲ 3.8
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（２） 平成 15 年度から平成 21 年度までに合併した 18市町村について、令和２年度をもって、す 

べての団体の合併算定替が終了したため、令和３年度からは全団体一本算定となった。 

    

（３） 本県市町村の基準財政需要額の概要は、次のとおりである。 

総額 1兆 1,119 億円で、対前年度比 266 億円、2.5％の増となっている。 

当初算定ベースでみると、総額１兆 1,027 億円で、対前年度比 585 億円、5.6％の増となってい 

る。 

  なお、全国市町村（財源不足団体及び財源超過団体の合計）の対前年度伸び率は 4.3%の増となって 

いる。また、財源不足団体の基準財政需要額については、全国市町村の伸び率は 5.1%の増であり、 

本県市町村の伸び率は 5.6%の増となっている。 

 

主な費目の構成比は、第６表（錯誤除き、一本算定、臨時財政対策債振替前）のとおりである。 

① 個別算定経費 

公債費を除いた個別算定経費は、9,366 億円を算定している。 

令和３年度から新たな算定項目「地域デジタル社会推進費」が創設され、地方団体が地域社

会のデジタル化を推進するために必要となる取組に要する経費を算定している。 

② 包括算定経費 

算定方法の抜本的な簡素化を図り、交付税の予見可能性を高める観点から、人口と面積を基

本とした簡素な算定を行う包括算定経費が平成 19 年度から導入され、令和４年度は 867 億円

を算定している。 

③ 公債費 

公債費は、1,339 億円を算定し、臨時財政対策債及び過疎対策事業債等の増加により、前年

度より 0.6％の増（全国分 0.5％の減）となっている。 

 

（４） 本県市町村の基準財政収入額の概要は、次のとおりである。 

総額 7,609 億円で、前年度比 411 億円、5.7％の増となっている。なお、全国市町村（財源不足団     

体及び財源超過団体の合計）の対前年度伸び率は 5.8%の増である。また、財源不足団体の基準財政 

収入額については、全国市町村の伸び率は 4.8%の増であり、本県市町村の伸び率は 5.7%の増とな 

っている。 
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 第６表 費目別基準財政需要額及び構成比 

令和３年度費目別    （単位：千円，％）  令和４年度費目別         （単位：千円，％） 

 
（注）１ 一本算定数値により作表している。 

   ２ 当初算定の数値で作表している。なお、再算定により、令和３年度については臨時経済対策債 7,485,354 千円及び臨時財政

対策債償還基金費 33,596,580 千円が、令和４年度については、臨時経済対策費 9,220,608 千円が追加されている。 

項　　目 本県市町村 項　　目 本県市町村

基準財政需要額 本県 全国 基準財政需要額 本県 全国 本県 全国

消 防 費 66,609,987 5.7 6.2 消 防 費 65,298,029 5.6 6.1 ▲ 2.0 0.9

道 路 橋 り ょ う 費 37,057,129 3.2 3.6 道 路 橋 り ょ う 費 35,538,649 3.1 3.4 ▲ 4.1 ▲ 2.7

港 湾 費 4,619,897 0.4 0.2 港 湾 費 4,529,172 0.4 0.2 ▲ 2.0 ▲ 4.7

都 市 計 画 費 11,669,950 1.0 0.7 都 市 計 画 費 11,414,309 1.0 0.6 ▲ 2.2 ▲ 3.4

公 園 費 5,015,185 0.4 0.5 公 園 費 4,928,991 0.4 0.4 ▲ 1.7 ▲ 3.6

下 水 道 費 29,155,141 2.5 2.4 下 水 道 費 29,180,503 2.5 2.4 0.1 0.2

そ の 他 の 土 木 費 8,292,882 0.7 0.8 そ の 他 の 土 木 費 8,010,911 0.7 0.7 ▲ 3.4 ▲ 2.4

小 学 校 費 33,336,754 2.9 3.0 小 学 校 費 33,522,202 2.9 3.0 0.6 2.6

中 学 校 費 15,283,245 1.3 1.4 中 学 校 費 15,500,324 1.3 1.4 1.4 2.1

高 等 学 校 費 4,504,659 0.4 0.4 高 等 学 校 費 4,435,044 0.4 0.3 ▲ 1.5 ▲ 12.1

そ の 他 の 教 育 費 128,385,047 11.0 7.1 そ の 他 の 教 育 費 128,019,854 11.1 6.8 ▲ 0.3 ▲ 1.8

生 活 保 護 費 60,010,747 5.1 4.0 生 活 保 護 費 60,462,000 5.2 4.0 0.8 0.7

社 会 福 祉 費 144,330,361 12.4 12.7 社 会 福 祉 費 146,900,192 12.7 13.0 1.8 4.5

保 健 衛 生 費 76,026,210 6.5 6.4 保 健 衛 生 費 76,285,325 6.6 6.5 0.3 2.4

高 齢 者 保 健 福 祉 費 154,853,329 13.3 13.8 高 齢 者 保 健 福 祉 費 154,488,729 13.3 14.3 ▲ 0.2 5.1

清 掃 費 35,380,180 3.0 3.2 清 掃 費 33,930,873 2.9 3.2 ▲ 4.1 ▲ 1.1

農 業 行 政 費 6,136,020 0.5 0.9 農 業 行 政 費 5,672,013 0.5 0.8 ▲ 7.6 ▲ 6.5

林 野 水 産 行 政 費 2,031,466 0.2 0.5 林 野 水 産 行 政 費 2,236,308 0.2 0.5 10.1 4.0

商 工 行 政 費 8,816,838 0.8 0.7 商 工 行 政 費 8,530,997 0.7 0.8 ▲ 3.2 3.2

徴 税 費 8,244,605 0.7 0.8 徴 税 費 8,345,326 0.7 0.8 1.2 1.2

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 6,887,701 0.6 0.7 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 6,628,474 0.6 0.6 ▲ 3.8 ▲ 3.8

地 域 振 興 費 57,842,335 5.0 5.8 地 域 振 興 費 56,325,270 4.9 5.8 ▲ 2.6 2.8

地 域 の 元 気 創 造 事 業 費 10,302,865 0.9 1.0 地 域 の 元 気 創 造 事 業 費 10,274,045 0.9 1.1 ▲ 0.3 8.2

人 口 減 少 等 特 別 対 策 事 業 費 15,455,937 1.3 1.5 人 口 減 少 等 特 別 対 策 事 業 費 15,766,928 1.4 1.5 2.0 0.1

地 域 社 会 再 生 事 業 費 6,448,947 0.6 0.8 地 域 社 会 再 生 事 業 費 6,454,054 0.6 0.8 0.1 ▲ 0.0

地 域 デ ジ タ ル 社 会 推 進 費 3,890,759 0.3 0.4 地 域 デ ジ タ ル 社 会 推 進 費 3,924,657 0.3 0.4 0.9 0.0

個別算定経費（公債費除き 計） 940,588,176 80.6 78.8 個別算定経費（公債費 除き 計） 936,603,179 80.9 79.4 ▲ 0.4 2.4

災 害 復 旧 費 1,113,253 0.1 0.1 災 害 復 旧 費 1,449,570 0.1 0.1 30.2 56.8

辺 地 対 策 事 業 債 445,844 0.0 0.1 辺 地 対 策 事 業 債 423,294 0.0 0.1 ▲ 5.1 2.9

補 正 予 算 債 （ H10 以 前 ） 1,188,171 0.1 0.0 補 正 予 算 債 （ H10 以 前 ） 981,046 0.1 0.0 ▲ 17.4 ▲ 8.2

補 正 予 算 債 （ H11 以 降 ) 5,038,006 0.4 0.3 補 正 予 算 債 （ H11 以 降 ) 4,655,202 0.4 0.2 ▲ 7.6 ▲ 22.3

地 方 税 減 収 補 塡 債 567,354 0.0 0.1 地 方 税 減 収 補 塡 債 565,995 0.0 0.1 ▲ 0.2 ▲ 3.9

臨 時 財 政 特 例 債 0 0.0 0.0 臨 時 財 政 特 例 債 0 0.0 0.0 － －

財 源 対 策 債 9,888,324 0.8 0.6 財 源 対 策 債 8,552,291 0.7 0.4 ▲ 13.5 ▲ 28.7

減 税 補 塡 債 6,851,053 0.6 0.7 減 税 補 塡 債 6,302,083 0.5 0.5 ▲ 8.0 ▲ 22.1

臨 時 税 収 補 塡 債 0 0.0 0.0 臨 時 税 収 補 塡 債 0 0.0 0.0 － －

臨 時 財 政 対 策 債 77,925,117 6.7 6.4 臨 時 財 政 対 策 債 80,390,004 6.9 6.6 3.2 5.2

東日本大震災全国緊急防災施策等債 3,760,419 0.3 0.4 東日本大震災全国緊急防災施策等債 3,112,179 0.3 0.4 ▲ 17.2 ▲ 4.3

国 土 強 靭 化 施 策 債 24,694 0.0 0.0 国 土 強 靭 化 施 策 債 45,253 0.0 0.0 83.3 341.8

地 域 改 善 対 策 特 定 事 業 債 85,265 0.0 0.0 地 域 改 善 対 策 特 定 事 業 債 46,695 0.0 0.0 ▲ 45.2 ▲ 50.4

過 疎 対 策 事 業 債 5,930,748 0.5 0.8 過 疎 対 策 事 業 債 7,017,053 0.6 0.9 18.3 13.2

公 害 防 止 事 業 債 10,206,371 0.9 1.3 公 害 防 止 事 業 債 10,457,495 0.9 1.2 2.5 ▲ 9.7

石 油 ｺ ﾝ ﾋ ﾞ ﾅ ｰ ﾄ 等 債 0 0.0 0.0 石 油 ｺ ﾝ ﾋ ﾞ ﾅ ｰ ﾄ 等 債 0 0.0 0.0 － －

地 震 対 策 緊 急 整 備 事 業 債 0 0.0 0.0 地 震 対 策 緊 急 整 備 事 業 債 0 0.0 0.0 － ▲ 28.6

合 併 特 例 債 10,142,615 0.9 1.5 合 併 特 例 債 9,943,552 0.9 1.5 ▲ 2.0 ▲ 1.3

原 子 力 発 電 施 設 等 債 0 0.0 0.0 原 子 力 発 電 施 設 等 債 0 0.0 0.0 － 4.8

個 別 算 定 経 費 （ 公 債 費 計 ） 133,167,234 11.4 12.3 個 別 算 定 経 費 （ 公 債 費 計 ） 133,941,712 11.6 12.0 0.6 ▲ 0.5

個 別 算 定 経 費 計 1,073,755,410 92.0 91.2 個 別 算 定 経 費 計 1,070,544,891 92.5 91.4 ▲ 0.3 2.0

包 括 算 定 経 費 （ 人 口 ） 87,661,041 7.5 7.7 包 括 算 定 経 費 （ 人 口 ） 81,530,174 7.0 7.5 ▲ 7.0 ▲ 1.7

包 括 算 定 経 費 （ 面 積 ） 5,343,409 0.5 1.1 包 括 算 定 経 費 （ 面 積 ） 5,178,829 0.4 1.1 ▲ 3.1 ▲ 1.6

包 括 算 定 経 費 計 93,004,450 8.0 8.8 包 括 算 定 経 費 計 86,709,003 7.5 8.6 ▲ 6.8 ▲ 1.7

振 替 前 需 要 額 1,166,759,860 100.0 100.0 振 替 前 需 要 額 1,157,253,894 100.0 100.0 ▲ 0.8 1.7

臨 時 財 政 対 策 債 振 替 相 当 額 122,615,261 － － 臨 時 財 政 対 策 債 振 替 相 当 額 54,760,517 － － ▲ 55.3 ▲ 43.1

総　　　計 1,044,144,599 － － 総　　　計 1,102,493,377 － － 5.6 4.3

Ｒ３構成比 Ｒ４構成比 対前年度伸率
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３ 令和４年度地方特例交付金等の概要 

 

地方特例交付金は、近年の財源不足等に対応するために、地方税の代替財源として創設された

ものである。 

 

 １ 地方特例交付金 

税源移譲による所得税額の減少によって、中低所得者について、住宅ローン減税が所得税のみ 

では減税効果を確保できなくなったため、所得税で控除しきれなかった額を税源移譲による所得

税の減少額の範囲内で、個人住民税において住宅借入金等特別税額控除を行うこととされた。 

これにより生ずる地方団体の減収を補填するために交付されるもので、75％が基準財政収入額  

に算入される。 

   なお、令和３年度まで交付していた「自動車税減収補塡特例交付金」及び「軽自動車税減収補 

塡特例交付金」は、自動車税環境性能割及び軽自動車税環境性能割の臨時的軽減が令和３年 12月 

31 日で終了したことに伴い、令和３年度分をもって廃止された。 

 

２ 令和４年度の地方特例交付金 

全国の地方特例交付金の総額は、2,172 億円（対前年度比 359 億円、19.8％の増）であり、この 

うち、本県市町村分は、60 億円（対前年度比 11億円、22.0％の増）となっている。 

※ 対前年度比は、令和３年度の地方特例交付金のうち個人住民税減収補塡特例交付金の額と比較し
ている。 

 

第７表 地方特例交付金決定額                             （単位：百万円，％） 

令和４年度 令和３年度 伸び率（%） 令和４年度 令和３年度 伸び率（%）

都道府県分 2,751         2,263         21.6% 77,319       64,599       19.7%

市町村分 6,039         4,948         22.0% 139,881     116,701      19.9%

合計 8,790         7,211         21.9% 217,200     181,300      19.8%

区分

本県分 全国分

 
（注１）各欄において表示単位未満を四捨五入しており、表内において一致しない箇所がある。 

（注２）令和３年度の額は、地方特例交付金のうち個人住民税減収補塡特例交付金の額を記載している。 

 

３ 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金 
  生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置を拡充したことに伴い、令和４年度分の地方税
の減収額の全額を補塡するために交付されるもので、当該特別交付金については基準財政収入額に
算入しないこととされた。 

  なお、当該交付金は令和５年３月に決定・交付される。 
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４ 令和４年度臨時財政対策債の概要 

 

① 臨時財政対策債 

臨時財政対策債は、実質的に地方交付税の代替財源としての性格を有するもので、地方一般財源

の不足に対処するため、平成 13 年度に創設されたものであり、地方財政法第 5 条の特例として投

資的経費以外の経費にも充てられる特例地方債である。 

発行可能額の算出方法については、平成 23 年度から従来の「人口基礎方式」から段階的に「財源

不足額基礎方式」に移行し、平成 25 年度からは「財源不足額基礎方式」に完全移行し、一本化され

た。 

「財源不足額基礎方式」は、各団体の財源不足額及び財政力を考慮して発行可能額を算出するも

のであり、臨時財政対策債発行可能額振替前の基準財政需要額をもとに算出した場合に財源不足額

が生じている計算となる地方団体を対象とし、当該不足額を基礎として、財政力に応じて逓増する

係数を設定して算出される。 

   なお、この臨時財政対策債の元利償還金相当額については、地方団体の実際の借入れの有無にか

かわらず、その全額を後年度の普通交付税の基準財政需要額に算入することとされている。 

 

② 令和４年度の臨時財政対策債発行可能額 

令和４年度の臨時財政対策債発行可能額の総額は、1兆 7,805 億円（対前年度比 3兆 6,992 億円、

67.5％の減）で、このうち本県市町村分発行可能額は、548 億円（対前年度 679 億円、55.3％の減）

となっている。 

なお、都道府県分と市町村分の総額の割合については、令和３年度のそれぞれの発行可能額の総

額を基礎とした上で、令和４年度の減少額（▲3 兆 6,992 億円）について、都道府県と市町村の地

方税等の増収見込額を反映させた結果、都道府県分が 9,543 億円、市町村分が 8,261 億円となって

いる。 

  

 

第８表 臨時財政対策債発行可能額                           （単位：百万円,％） 

令和４年度 令和３年度 伸び率(%) 令和４年度 令和３年度 伸び率(%)

42,391 137,676 ▲ 69.2% 954,341 3,242,050 ▲ 70.6%

54,761 122,615 ▲ 55.3% 826,146 2,237,592 ▲ 63.1%

97,151 260,291 ▲ 62.7% 1,780,487 5,479,642 ▲ 67.5%

本　　　　県　　　　分

合 計

都 道 府 県 分

臨　時　財　政　対　策　債　発　行　可　能　額

区 分 全　　　　国　　　　分

市　町　村　分

 
（注）各欄において表示単位未満を四捨五入しており、表内において一致しない場合がある。 

 

 

  


